


















































 信託の性質を明確にするために、次の 2 つがどう違うのかを考えてみよ
う。 
① あなたが T 信託銀行に 100 万円の定期預金（期間 1 年）を預ける場合。 
② あなたが T 信託銀行に 100 万円の「金銭信託」（期間 1 年）を預ける場合1。 





































よび、T を「受託者」、そして B を「受益者」とよぶ。T は形式上の所有者
だが、B こそが実質的な所有者である。したがって、T は B の利益のために
金を所有しており、法によって T は B のために行動するよう義務づけられ











B が受益権をもつ場合を「他益信託」という（S≠B の場合）。 
 
（4）信託はどのように使われるか？ 
具体的な例をあげよう。50 歳の S には、幼い子 B がいる。S は重い病気
にかかり、余命いくばくもない。そこで S は、自分の財産である金銭 3000
                                                  
銀行（＝受寄者）との関係は、一般の債権・債務関係だからである（この点が信託と決定的
に違う）。生命保険についても、ほぼ同様のことが言える（ただし「生命保険契約者保護機構」




託者に取戻権が認められるとする（最判昭 43・7・11 民集 22 巻 7 号 1462 頁；鈴木竹雄『商
行為法・保険法・加意匠法（全訂第 1 版増補版）』37-38 頁）。川口恭弘『現代の金融機関と法
（第 2 版）』第 7 章参照。 
37信託に関する総論的考察
万円を友人または信託銀行 T に託して、この資産の管理と B への生活費の
給付を義務づける。信託とは、このような制度である。 
さらに信託の具体例を 3 つ見てみよう。 
【事例 1】祖父 A が 3 歳の孫 B に財産を残したいと考えている。しかし、B
には、まだ財産管理能力がない。かといって A は、自分の子であり浪費家
である B の父 C を信用していない。そこで A は信託銀行 T を受託者として
信託を設定し、孫 B が高校に入学する時から学費を給付し、大学卒業時に
残りの財産をすべて B に与えることを契約で取り決める。 
【事例 2】夫 A は、自分の死が近いことを悟っている。彼には妻 B と長男
C、長女 D がいる。A の主な資産は、居住用不動産と株式である。A は自分
の死後、B の生存中は、B の生活のために居住用不動産と株式の配当金をす
べて B に与え、B の死後、居住用不動産を C に、株式を D に与えたいと考
えている。しかし A は B にほとんどすべての財産を残すことに気が進まな
い。B が若い男と再婚し、財産が C・D に承継されないかもしれないからで




を管理し、一定の時期毎に受益者である A に分配金が支払われている。 













                                                  
4 メイトランド著・トラスト 60 エクイティ研究会訳『エクイティ』25 頁。 
5 植田淳「信託とその設定方法」『神戸外大論叢』64 巻 2 号 127-129 頁。 


































                                                  
7 植田淳『国際ビジネスのための英米法入門（第 2 版）』15 頁。 









である。ところが、1535 年、ヘンリー8 世がユース条例（Statute of Uses）を
制定し、ユースの受益者（U）をコモン・ロー上の権利者とみなしてしまっ
た。そのため、ユースを設定する意味がなくなった。しかし、大法官府裁判
所は、1634 年の判決で、委託者 S がユースの受益者 U のために保有させる






















                                                  
は、コモン・ローを前提としつつ、コモン・ロー上の権利者に義務を課すのみである。 
10 植田淳『国際ビジネスのための英米法入門（第 2 版）』15-17 頁。 

































                                                  
12 新井誠『信託法（第 4 版）』16 頁以下。 



































                                                  
15 「大陸」とは、ヨーロッパ大陸のことである。 
16 英米法の視点から見ると、本来 2 次元（形式と実質の分裂）の法を 1 次元で処理しようと
するところに日本法等大陸法の法解釈の困難さの原因があるといえよう。 


































                                                  
18 植田淳「信託とその設定方法」『神戸外大論叢』64 巻 2 号 129-130 頁。 








































































                                                  


































































として認められるのである。簡単な例を挙げよう。受託者 T は、S から B を
受益者とする金銭の信託を受けた。T は、自分の銀行預金口座とは別に信託
用の預金口座を開設して、そこにこの金銭を入金して管理していた。T は自
己が営む事業に失敗して、債務超過状態に陥った。T の債権者 C は、この預
金債権を差し押さえることができない。 










 改正前信託法 1 条は、「本法ニ於イテ信託ト称スルハ財産権ノ移転其ノ他
ノ処分ヲ為シ他人ヲシテ一定ノ目的ニ従ヒ財産ノ管理又ハ処分ヲ為サシム




















                                                  
23 植田淳「信託とその設定方法」『神戸外大論叢』64 巻 2 号 131-133 頁。 
24 寺本晶広『逐条解説 新しい信託法（補訂版）』32 頁。 
25 道垣内弘人『信託法入門』41 頁参照。 
26 アメリカ合衆国のリステイトメント(Restatement)とは、州によって法が異なる分野につい
て、アメリカ法律家協会が判例法を条文化したもの。詳しくは、植田淳『国際ビジネスのた
めの英米法入門（第 2 版）』31 頁以下参照。 


































期のハンベリ(Hanbury) は、折衷説を採っていた（See Hanbury & Maudsley, Modern Equity 11th 
ed.p.16）。 
29 この論争については、新井誠『信託法（第 4 版）』第 2 章に詳しい叙述がある。 
30 四宮和夫『信託法（新版）』63 頁。 
31 新井誠『信託法（第 4 版）』65-66 頁。 







































































                                                  
35 詳細については、植田淳『国際ビジネスのための英米法入門（第 2 版）』103 頁参照。 
































さらに、寄託は 2 当事者間の法律関係だが、信託の当事者は、原則として 3




淳『ミニマム民法（全）70 講』174 頁、および、304 頁参照。 
52 植田　淳
名いる。 






















特約で報酬請求権を伴うことが多い（民法 648 条 1 項38）。委任は 2 当事者







託財産とみるべき場合がある。例を挙げてみよう。S が友人 T に「私の海外
旅行中、私の子 B の世話をしてください。B の生活費として、50 万円渡し
                                                  






せられ 、T は受託者としての一連の義務を課されることになる。 しかし他
























る場合に委任と信託では、現行法上、差はあるだろうか？A が B に賃貸用




40 例えば、潮見佳男『基本講義債権各論Ⅰ（第 2 版）』248 頁。 
41 例えば、植田淳『ミニマム民法（全）70 講』284 頁。 
42 潮見佳男『基本講義債権各論Ⅰ（第 2 版）』244-245 頁。 
54 植田　淳
不動産の管理を委ねることを内容とする委任契約が締結された。B が当該不
動産の小修繕のために、業者 C を選定したが、その際、B は請負代金の 1 割
のリベートを受け取った。後にこの事実が A の知るところとなった。A は、
B にこのリベート相当額の支払いを請求できるか？もしリベートの分だけ
請負代金が高くなっていたのなら、A は損害を被ったことになり、善管注意
義務違反（民法 644 条）を理由に B に対して損害賠償請求が可能となろう。
もし請負代金額がとくに高くなったのでなければ、A に損害はない。また損
失もないから、不当利得の返還請求（民法 703 条）もできない。これが信託
だと話は違ってくる。委託者（兼受益者）S が T を受託者とする不動産管理
信託を設定し、T が同様にリベートを受け取ったとしよう。リベートの受領
は、信託法 31 条 1 項 4 号に該当する「利益相反行為」である。そして、受
託者は、当該行為（リベートの受領）によって得た利益の額と同額の損失を





















                                                  






















人の財産の状況を調査できる（863 条 1 項）。家庭裁判所は、後見監督人、
被後見人、もしくはその親族その他の利害関係人の請求により、または職権
で、被後見人の財産の管理その他後見の事務について必要な処分を命ずるこ
とができる（同条 2 項）。 












































                                                  




















である。たとえば、1 株 500 円の A 社株式 1 万株から成る基金（時価 500 万
円）において、そのうち 3000 株を売却して 150 万円を現金化し、さらにこ
の 150 万円で B 社の社債に投資したとする。構成要素は「株式→現金→社
債」と変動するが、当該基金は、その同一性が保持される。英米信託法では、
追及権（right to trace ; tracing remedy）との関連でも基金は重要な概念である。
なお、とくに、一般社団法人に拠出され、法人が拠出者に返還義務を負う財









ン・ロー上の制度と並存しうる。この法原則は、英国の貴族院の Barclays Bank 
                                                  
46 我妻榮『民法講義Ⅴ1 債権各論上巻』122 頁。 
47 See F.H. Lawson & B. Rudden, The Law of Property (3rd ed.) pp.44-46. 
48 植田淳「信託とその設定方法」『神戸外大論叢』64 巻 2 号。 
58 植田　淳














                                                  
49 [1970] A.C.567. 融資契約と復帰信託との並存を認めた。植田淳『英米法における信認関係
の法理』218-221 頁参照。 
50 植田淳「信託法理の適用および類推適用について」『資産の管理運用制度と信託』所収、財
団法人トラスト 60（2002 年）参照。 
59信託に関する総論的考察
